




























（1） 堀江湛＝櫻本正樹「イギリスにおける選挙裁判の制度」選挙研究 6 号（1991 年）20 頁以下，櫻本正樹「政
治腐敗の根絶と選挙裁判の促進――イギリスにおける選挙争訟の比較法的分析」堀江湛編『政治改革と選挙
制度』（芦書房，1993 年）269 頁以下，前田英昭『政治腐敗防止法を考える――イギリスの教訓と日本の課題』


















































も同様の制度が採用され，1879 年には議会選挙訴訟を担当する裁判官の数が 1 人から 2
人へ増加するなどしている。こうして選挙訴訟の基本的な仕組が完成し，これ以降 100 年











年法 202 条（1））。選挙訴訟を担当する裁判官は高等法院女王座部の中から 2 名が毎年輪番
で選出される（1983 年法 123 条（1），1981 年上級裁判所法（SeniorCourtsAct1981）142
条（1））。選挙裁判所は高等法院の裁判官と同一の権限を有している（1983 年法 123 条（2））。
これに対し，地方選挙訴訟における「選挙裁判所」とは，地方選挙訴訟のために 1983 年
法に基づき構成される裁判所を意味する（1983 年法 202 条（1））。地方選挙訴訟を審理す
る者はコミッショナー（commissioner）と呼ばれ，法曹資格要件（judicial-appointment
eligibilitycondition）を 7 年以上有する者の中から任命される（1983 年法 130 条（2））。任
命は議会選挙訴訟のために選出された裁判官が行う（1983 年法 130 条（3））。地方選挙裁
判所の権限は，議会選挙裁判所と同一である（1983 年法 130 条（5））。
②原告と被告
　議会選挙訴訟を提起できる者は，①当該選挙の選挙人，②当該選挙で当選したと主張す





（9） Ibid.,pp.85-86.Seealso,H.F.Rawlings,Law and the Electoral Process （Sweet&Maxwell,1988）p.221.
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三枝昌幸：イギリスにおける選挙訴訟
121 条（2））。選挙訴訟は所定の方式で高等法院に提起する（1983 年法 121 条（3））。なお，
選挙訴訟を提起するには訴訟費用の担保として 5000 ポンドを超えない額を納めなければ
ならない（1983 年法 136 条（2）（a））。これに対し，地方選挙訴訟を提起できる者は，①当
該選挙の 4 人以上の選挙人，②当該選挙の候補者であったと主張する者である（1983 年
法 128 条（1））。被告は当選の効力が争われている者（当選者）であるが，選挙管理官の行
為が争われている場合は選挙管理官が被告となる（1983 年法 128 条（2））。地方選挙の場









Crown）に対してなされた日から 21 日以内である（1983 年法 122 条（1））。ただし，金銭
の支払いを伴う腐敗行為や違法行為が行われたことを申立てる選挙訴訟の場合は，金銭の
支払日から 28 日以内が期限となる（1983 年法 122 条（2）（3））。
④審理・判決・上訴
　選挙訴訟の審理は公開の法廷で陪審なしで行われる。また，審理は結審に至るまで原則
として継続して行われる（1983 年法 139 条（1）（2））（11）。選挙訴訟における証人は，たとえ
自己に不利益となる場合であっても証言を拒否することができない（1983 年法 141 条（1））。
　審理が終わると，議会選挙訴訟の選挙裁判所は，被告が（或いは誰が）正当に当選した
か，又は選挙が無効か否かについて決定する（1983 年法 144 条（1））。そして，当該決定
を直ちに庶民院議長に対し文書で証明（certify）しなければならない（1983 年法 144 条
（2））。なお，2 人の裁判官で意見の相違がある場合，当選の効力が争われている者は正当
に当選したと見なされる（1983 年法 144 条（3）（a））。また，腐敗行為又は違法行為が争わ
れている選挙訴訟の場合，選挙裁判所は，腐敗行為又は違法行為が行われたか否か，或い
は腐敗行為又は違法行為が広範囲に渡って行われたか否かについて庶民院議長に報告しな
ければならない（1983 年法 144 条（4））。これらの他，選挙裁判所は庶民院に提出すべき
と考えるいかなる事項についても報告することができる（1983 年法 144 条（5））。なお，
腐敗行為又は違法行為に関する報告は公訴局長官（DirectorofPublicProsecutions）に
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ための指示（direction）を行うなど必要な措置をとらなければならない（1983 年法 144
条（7））。
　選挙裁判所の判決に対し上訴は認められない。ただし，1983 年法 146 条に基づき特別
事件（specialcase）として高等法院が審理した法律問題（questionof law）の判決に対
しては，高等法院の許可を得た場合に限り，控訴院に上訴できる。この場合は控訴院判決


















を提起する（1983 年法 181 条（1））。ただし，選挙犯罪に関する公訴は違反行為が行われ
てから 1 年以内に提起しなければならない（1983 年法 176 条（1））。刑事訴訟で有罪とさ
れた場合，刑罰が科せられることに加え，当選が無効とされたり，投票資格及び候補者資
格が一定期間剥奪される（1983 年法 173 条）。
　代表的な事案に FionaJones の事案がある。Jones（労働党）は 1997 年 5 月 1 日の議会
選挙において Newark 選挙区で当選した。ところが，Jones は 1983 年法 82 条に違反した
として起訴された。同条は，1983 年法 81 条の定める選挙費用報告書を提出する際，候補
者及びその選挙事務長（electionagent）による宣誓（選挙費用報告が法に従って正確にな
されていると確信しているとの宣誓）が付されなければならないとし（1983 年法 82 条（1）
（2）），故意で虚偽の宣誓をした場合は腐敗行為の罪になると定める（1983 年法 82 条（6））。
本件では，Jones が㋐事務所の賃借料や㋑選挙人データベースの作成・使用に用いた費用
（12） R v. Cripps, ex parte Muldoon and others［1984］Q.B.68（DC）.本件では，地方選挙裁判所は下級裁判所で
あり司法審査が可能であると判断された。
























せられていなかったため，Jones の議席が回復した。その後，2000 年に 1983 年法 173 条
が修正され，刑事訴訟で有罪となった場合でも，上訴の機会を保障するために，上訴が可
能な期間中は議席が剥奪されないことになった（1983 年法 173 条（4）（5））（20）。
（3）小括































Benn） は，1960 年 11 月 17 日 に 貴 族 で あ る 父 親 の 死 を 受 け て そ の 爵 位（Viscount
Stansgate）を相続した。しかし当時は，コモン・ローのルールにより，貴族には庶民院
議員となる資格が認められていなかった。このため Benn は庶民院議員の資格を喪失し，
1961 年 5 月 4 日に補欠選挙が実施された。Benn は候補者資格を欠いていたが立候補し
た。この点，イギリスでは立候補段階で候補者資格を満たすか否かの実質的審査が原則と
して行われないため，Benn の立候補も認められたのである。選挙の結果，Benn は 23275











（22） 議会選挙の候補者資格については，三枝昌幸「イギリスにおける候補者資格の拡大」千葉商大紀要 57 巻 2
号（2019 年）23 頁以下を参照。


























行った場合であり，候補者の当選が無効となる（1983 年法 159 条（1））。加えて，違法行




効となる（1983 年法 164 条（1））。なお，選挙裁判所は，腐敗行為又は違法行為を認定し
ても刑罰を科す権限は持たず，当選無効や投票資格剥奪などの制裁を課すに止まる。




適用されてきた。1983 年法 157 条（2）により，選挙裁判所は，庶民院特別委員会が運用していた「原理，慣
行（practice）及びルール」を参照することが求められているため，同法理は現在でも有効であると考えら
れる。
（28） LawCommission,Electoral Law: A Joint Consultation Paper LCCP 218（2014）at［13.19］-［13.20］.
（29） LawCommission,Electoral Law: An Interim Report （2016）at［13.12］.
（30）See,I.White,Parliamentary election petitions （HouseofCommonsLibrary,BriefingPaperno.5751,2015）p.17.
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Watkins v. Woolas である。舞台となった OldhamEastandSaddleworth 選挙区は，2001
年の国勢調査によると人口の 9% がアジア系，8.5% がイスラム教徒であるとされており，
しかも同年には人種暴動（raceriots）が発生するなど人種間対立を抱えていた。こうし
た状況下において，2010 年 5 月 6 日の議会選挙で当選したのは P.Woolas（労働党）であっ
た。次点候補者である R.E.Watkins（自民党）とは 103 票差だった。Watkins は，Woolas











































論として，被告は違法行為の罪で有罪であり，1983 年法 159 条に従い当選が無効とされた。
　その後，Woolas は選挙裁判所が誤った法解釈をしたと主張して高等法院へ司法審査を
申立てた。高等法院は（33），1983 年法 106 条の解釈に際しては以下の 5 つの要素を考慮す
るべきとした。すなわち，① 1983 年法 106 条は刑事訴訟で有罪判決を受けた者に罰金を





















（33） R（on the application of Woolas）v. Parliamentary Election Court［2010］EWHC3169（Admin）;［2012］Q.B.1.
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なっているとする（para.122）。結局，3 つの文書に対する選挙裁判所の判断の 1 つは覆








　なお，本件と同様に議会選挙について 1983 年法 106 条違反を申立てる選挙訴訟はスコッ
トランドでも生じているが，こちらでは同条の違反はなく正当に当選したと判断されてい
る（35）。しかしながら，21 世紀に入り，1983 年法 106 条違反の申立てが増加していること
は注目される。
②広範囲に渡る腐敗行為（一般的腐敗行為）









（34） F.Hoar, “Public orPersonalCharacter inElectionCampaigns:AReviewof the Implicationsof the
JudgmentinWatkinsvWoolas”（2011）74（4）ModernLawReview607,pp.614-615.
（35） Timothy Morrison and others v. Alistair Carmichael MP and Alistair Buchan［2015］ECIH90.
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三枝昌幸：イギリスにおける選挙訴訟
その結果，郵便投票の利用率が大幅に向上し，BordesleyGreen 区（ward）と Aston 区（そ



















　そして，BordesleyGreen 区では，少なくとも 1500 票（おそらく 2000 票以上）が不正
な票であったとする。この点，当選者のうち最小得票者は 3976 票であったが，落選した
候補者のうち最多得票者は 3535 票でその差は 441 票に過ぎず，不正が結果に影響を与え










（37） Akhtar and others v. Jahan and others Iqbal and others v. Islam and others［2005］AllER（D）15（Apr）.
（38） ただし，Aston 区の労働党候補者 1 名については，控訴院での司法審査の結果，選挙裁判所の審理手続に問
題があり公正な裁判を受ける機会が被告に与えられていなかったとされ，選挙裁判所の判断が覆されている
（R（on the application of Muhammad Afzal）v. Election Court and others［2005］EWCACiv647）。また，
Aston 区の選挙運動員 1 名（選挙訴訟の被告ではない）が 1983 年法 160 条（1）により腐敗行為を行ったと報
告されたが，適切な手続を経ずに報告書に記載されたとして，司法審査の結果，選挙裁判所の判断が覆され
ている（R（on the application of Khan）v. Election Commissioner ［2005］EWHC2365（Admin））.
―206―

















法理は議会選挙にも妥当すると考えられている。1973 年 4 月 12 日に実施された Greater
LondonCouncil 選挙のうち CroydonNorth-East 選挙区では 23691 票が投じられたが，そ
のうち 44 票は投票所の事務担当者の不注意により 1973 年地方選挙（主要地域）規則（Local
Elections（PrincipalAreas）Rules1973）が定める公印（officialmark）が付されていなかっ
たため無効とされた。開票の結果，D.H.Simpson（労働党）が 10340 票を獲得し当選した。
次点候補者である G.E.Morgan（保守党）の得票は 10329 票であり，僅か 11 票差の当選
であった。しかしながら，もしも無効とされた 44 票に公印が付されていたならば，選挙













（40） Morgan and others v. Simpson and another［1974］Q.B.344（DC）．本件は 1949 年国民代表法 126 条（現在




DenningM.R. は，地方選挙を無効にする場合を定めた 1949 年国民代表法 37 条（1）――























（41） Morgan and others v. Simpson and another［1975］Q.B.151（CA）.
（42） Ibid.,p.161.
（43） Ibid.,p.164.
（44） なお，やはり地方選挙に関する訴訟で公印が付されていなかったために 102 票が無効とされた事案では，選
挙が実質的に法に従って実施されなかったことを理由に選挙無効の判決が下されたが（Gunn and others v. 
Sharpe and others［1974］Q.B.808（DC）），LordDenning はその理由付けは間違っており，法の違反が選挙
結果に影響を与えたことを理由に選挙を無効にすべきだったと述べている（Morganandothers, ibid.,p.
164）。
（45） また，B.Watt も LordDenning の読み方を批判している。すなわち，LordDenning の読み方では選挙管理
事務における法違反が選挙結果に影響を与えたことが明らかでない場合は選挙を有効とすることになる。こ
れに対し Watt は，選挙管理事務における法違反が生じた場合，それが選挙結果に影響を与えなかったこと
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場合や，違法な根拠に基づき資格のある候補者の立候補を拒否する場合，相当な割合の選
挙人から選挙権を剥奪する場合を挙げている（46）。
　なお，議会選挙でも 1997 年の Winchester 選挙区において同様の事案が生じている。























































訴訟では訴訟費用の担保として 5000 ポンドを超えない額（1983 年法 136条（2）（a））が要
求されており，その他の費用も含めれば選挙訴訟に要する費用は膨大な額になるとされる。
そして，この高額な費用こそが選挙訴訟の数が少ない原因の 1 つとされているのである。
そこで提案されるのが，訴訟費用の担保額の引き下げである。例えば，Morris は 2012 年
の著書において，オーストラリアでは 500 オーストラリアドル（約 240 ポンド），ニュージー
ランドでは 1000 ニュージーランドドル（約 400 ポンド）が訴訟費用の担保額であると指
摘し，その金額は選挙訴訟を提起する際の障壁としてはイギリスの現行制度より低いもの
であり，他方で濫訴防止のためには十分な金額であると述べている（56）。また，選挙訴訟
（50） Morris,supranote2,pp.92-94;ElectoralCommission,Challenging elections in the UK （2012）at［43］.
（51） Morris,ibid.,p.98;Rawlings,supranote9,pp.226-227;Grist,supranote21,p.377;ElectoralCommission,
ibid.,at［123］.高額な費用が選挙訴訟を提起する際の障壁になっているとの指摘は，1947 年には既に見られ
る（HomeOffice,Final Report of the Committee on Electoral Law Reform （Cmd.7286,1947）at［53］）。



















































































（69） PublicAdministrationandConstitutionalAffairsCommittee,Electoral Law: The Urgent Need for Review, 
First Report of Session 2019,HC244（2019）at［31］.
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